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２ 報告書

２.１ 報告書（代表）

（1）「誰もが住み続けられるまちづくりに向けて」吹田市職員労働組合、1998 年 6 月、

全 53p、分担は『3 章、吹田市の住宅建設・宅地開発の特徴』p17 ～ p24
（2）「大阪府政白書」大阪自治体労働組合総連合、1999 年 1 月、全 127p

分担は『総論 1、大型公共事業重視から福祉、医療、教育を重視する府政へ』

p4 ～ p14
『総論 2、行政の公共性とは何か』p15 ～ p26

（3）「竜華操車場跡地開発と八尾市財政を考える」八尾市財政問題研究会、

1999 年 2 月、全 89p、
分担は『5 章、新都心整備事業をどう考えるか』p35 ～ p40

『6 章、見直しの方法』p41 ～ p43、
『7 章、市民的な議論を』p44 ～ p45

（4）｢所有者意識と土地状況からみた農地転用の現状と動向に関する研究」

第一住宅建設協会、1999 年 4 月、全 106p
（5）「東大阪市新庁舎建設に関わる検討報告書」

東大阪市新庁舎計画見直し検討委員会、2000 年 11 月、全 18p
分担は『１．庁舎建設の基本的な考え方』p2 ～ p4

（6）「住民による箕面市桜ヶ丘地区まちづくり構想案」

（社）大阪自治体問題研究所、2002 年 3 月、全 p21
（7）「地域･施設で豊かに暮らす」

福保労コロニー事業団分会施設のあり方検討会、2004 年 1 月、全 110p
分担は『3 章 2 節、財政問題の解決方向と展望』p74 ～ p81

『おわりに』p110
（8）「羽曳野のまちづくりー基本的視点ー」

羽曳野まちづくり研究会、2004 年 7 月、全 13p
（9）「全児童対策事業研究会報告」

大阪保育研究所、2005 年 6 月、全 34p
（10）「指定管理者としてのＮＰＯによる公共サービス供給の課題」

ＮＩＲＡ助成研究報告書 0754、2007 年 6 月、全 244 頁

（11）「中心市街地に居住する大学生のコミュニティ市民化実践調査報告書」

平成 19 年度都市再生プロジェクト事業推進費、2008 年 3 月、全 69 頁

（12）「2009スウェーデンの学童保育視察報告集」

大阪保育研究所、2010 年 4 月、全 65 頁

２.２ 報告書（分担）

（1）「フリースタンディングシティ・八尾」大阪自治体問題研究所、1987 年 5 月、

代表：梶浦恒男大阪市立大学助教授、

分担は『3 章、国鉄八尾駅前再開発計画』p75 ～ p94
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（2）「人と水のネットワーク、松原の未来を創る」大阪自治体問題研究所、

1990 年 7 月、代表：梶浦恒男大阪市立大学教授、

分担は『5 章、水と緑と歴史の街・松原計画 90』p75 ～ p122
（3）「だれもが住めるまち・みんなでつくるまち」大阪自治体問題研究所、1993 年 6 月、

分担は『3 章、まちづくりの現状と課題』（共著）、P77 ～ P93
（4）「伊丹市農業基本調査報告書」伊丹市、1994 年 3 月、

代表：加古敏之神戸大学助教授

分担は『3 章、伊丹市における生産緑地指定、農地転用の概況』P17 ～ P24
（5）「泉大津駅前東地区再開発事業等に関する総合点検調査」都市自治研究所、

1994 年 3 月、代表：角橋徹也都市自治研究所長、全 35p
（6）「人・まち・くらし」中央区街づくりネットワーク発行、1994 年 3 月、

分担は『住み続けられる中央区のために歴史を振り返る』p2 ～ p5
（7）「貝塚の再生を求めて」大阪自治体問題研究所、1996 年 6 月、

代表：樫原正澄関西大学助教授、

分担は『2 章、まちづくりの経緯、現状と課題』p52 ～ p73
（8）「もっとええまち・堺へ」大阪自治体問題研究所、1997 年 9 月、

代表：重森曉大阪経済大学教授、分担は『1 章、堺市の全体像』p22 ～ p44
（9）「大阪府政への提言」大阪自治体問題研究所発行、2000 年 1 月、

代表：重森曉大阪経済大学教授、全 27p
（10）「とべない翼、びわこ空港」滋賀自治体問題研究所、2001 年 3 月、

分担は「8 章、広域的視点から見た需要予測の妥当性について」p118 ～ p122
（11）「第13回（平成16年度）研究助成成果報告書」

財団法人トステム建材産業振興財団、2007 年 3 月

分担は『地元産木材を活用した産直住宅のシステム設計』p47 ～ p48
（12）「こども・保護者・保育者・地域がつながる大阪の保育」

第 41 回全国保育団体合同研究集会大阪実行委員会、2009 年 7 月

分担は『豊かな保育実践を各地で創り、公的保育の崩壊を防ごう』p56 ～ p58
（13）「篠田・新潟市政の検証」

にいがた自治体問題研究所編、2009 年 9 月

分担は『21 世紀のまちづくりを考える』p57 ～ p88

２．３ 科研費報告書等

（1）「生物共生循環系への人工化学物質による撹乱機構の解明」

平成 12 ～ 13 年度、教育研究拠点形成支援経費報告書、奈良女子大学、

2000 年 3 月

分担は『工場跡地等の都市計画的な土壌汚染対策と再開発に関する研究』

p53 ～ p56
（2）「工場跡地の土壌汚染対策と再開発に関する研究」

平成 12 ～ 14 年度、科学研究費補助金研究成果報告書、2003 年 3 月

代表、全 130p
（3）「高齢者が生活しやすい環境づくりに関する研究」

平成 12 ～ 14 年度、科学研究費補助金研究成果報告書、2003 年 3 月

分担は、『第 9 章、高齢者をサポートする圏域設定について』p119 ～ p133
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（4）「少子高齢化社会における生活支援システムとコミュニティ形成に関する研究」

平成 14 ～ 16 年度、科学研究費補助金研究成果報告書、2005 年 3 月

分担は、『はじめに』p1 ～ p2
『第 7 章、地域で支える配食サービス』p98 ～ p106

（5）「英国コミュニティフォレストに関する学際的研究」

平成 17 年度～ 19 年度、科学研究費補助金成果報告書、2008 年 3 月

代表、全 88 頁


